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一北海道滝川市の市外企業支店と市内企業の比較を中心に－
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１．はじめに

異交通の結節地点は，人の乗り換え地，ものの積桑替え地として繁栄する。とりわけ，新開
地の場合，開拓地域と旧開地との遠距離地域間を結びつけるGateway機能が卓越し，交通・
商業都市が成立する。本稿の研究対象地域である滝川市は，1890年開通の石狩川汽船航路の上
流終着港，1892年の鉄道開通による日本最北の終着駅となり，上川地方を含む広大な商園を獲
得し，Gatewayとして発展した。

それから約100年を経て，1988年１０月８日，道央自動車道美唄一滝川間が開通し，滝川市は
今度は高速道終着地点となった。ただし，翌年９月には高速道が深川まで延長されたため，滝
川終着時代は１年に満たない短期間であり，さらに'990年10月には旭川まで高速道は延長さ
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い

れた。また，すでに国道１２号線など既存道路力;整備済みでもあり，１世紀前のようなドラマチ

ックな地域経済の変化はみられなかった。

滝川市の都市発達史および地域概観は拙稿（寺谷,1989.1992）に譲り，より上位都市の商

圏との関連についての桑言及すれば，滝川市は，札幌市と旭川市の商圏境界地域に位置する。

すなわち，滝川市は，滝川市民の買物流出先より難た小売商圏および北海道主要８都市の卸売
商社の取引先よりふた卸売商圏の上では，札幌圏のほぼ北端に位匿し，北接する深川市は旭川

圏となる（北海道商工部など，1971；Teraya，1986)。このため，小売業に比べて多様かつ

広域な卸売業活動の実態，滝川市に所在する市外企業支店の機能を通じて染た札幌や旭川との

結合関係などは興味深い研究テーマであるが，管見のかぎりこれらに関する既存の調査・報告

はみられない。

一方，滝川市の支店等事業所については，前稿（寺谷，1992）において，「事業所統計調査｣，

「商業統計調査」を資料として，支店集積武，市内企業との比較による小売・卸売業支店の特

性を論じた。そこで残された課題の一つは，支店の活動内容とその機能の実態を把握すること

であった。

本稿では，これらの諸点を明らかにするため，滝川市に所在する全卸売業事業所を対象とし

たアンケート調査を実施し，その結果を集計，分析した。その際，分析の重点は，前稿同様，

市内企業と市外企業支店の対比におき，両者の活動実態，高速道開通への対応および利用状況

などを検討した。なお，アンケート個票中の，企業属性，支店所在地に関する一部の不明，疑
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問箇所につL､ては，各種名鑑類で補正した。

Ⅱ、調査の概要

１．調査目的

本調査の目的は，滝川市の卸売業事業所の活動実態を，とりわけ市内（地元）企業と市外企

業支店を比較しつつ把握することによって，次の２点を明らかにすることである。ひとつは，

地方都市における卸売業機能の態様を概括的に捉えることである。第２の目的は，高速自動車

道の開通の経済的影響を検討することである。このため，本研究では，滝川市に所在する全卸

売業事業所に対するアンケート調査を，以下の要領で行なった。

２．調査対象事業所

1990年１月24日現在，滝川市商工会議所に登録され，卸売業に属する事業所数は，165であ

る。この数値は，1988年の「商業統計調査」による滝川市の卸売業事業所数150をむしろ上回っ

ており，商工会議所登録事業所による活動は,滝川市の卸売業活動の全容であると判断される。

このため，商工会議所登録企業リストに基づく市内企業109事業所，市外企業支店56事業所を，

まず調査対象とした｡さらに市外企業支店については,滝川市に隣接する砂川市空知太地区の卸
３》

売業市外企業支店17事業所も，その実質は滝川支店と桑なし，調査対象にｶﾛえた。このため，

調査対象企業の全数は,市内企業109事業所,市外企業支店73事業所を併せた182事業所である。

３．調査項目

調査目的は，札幌支店との比較が可能なように，札幌商工会議所による「札幌支店実態調査
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（1987)」調査票などを参考にして設定した。調査項目の概要は，以下のとおりであるが，詳
細は付表として示した｢調査票jを参照されたい。
（１）企業および滝川事業所概要Ⅷ

①所在地，②資本金，③創業年・開設年，④従業員数，⑤支店数．支店所在地
（２）滝川事業所の活動内容

①取扱商品，②活動内容，③管轄地域，④販売先地域（業者)，⑤仕入先地域（業者)，⑥
支店の上位機関，⑦高速道の利用状況と影響，③滝川の営業・立地環境，⑨意見．要望

４． 調査方法

1990年１月下旬に，調査対象事業所に対して調査票を郵送し，２月１５日を期限として，郵送
による回答を依頼した｡‘'２月下旬に未回答の事業所に対して，電話で再度,調査票の郵送を依
頼するとともに，市外企業支店事業所については，訪問による聞き取り調査を実施し，調査票
の回収率の向上に努めた。

５．調査票回収率状況
７０

市外企業支店の回答数は54事業所であり，回収不能４事業所を除し､た調査対象事業所数69に
対する有効回答率は78.3％である。このうち，再度の依頼と面接調査も併用した滝川市所在事
業所に限ると，４５回収／52配布であり，その回収率は86.5％と高率である。一方，市内企業の
回答数は51であったが，回答項目が著しく少ないｌ事業所を除外した有効回答数は50であり，
調査対象事業所数109に対する有効回答率は45.9％である。

Ⅲ、分析対象企業および事業所の概要

１．分析対象企業

本稿の分析対象企業は，有効回答のあった市内企業50,市外企業54の合計104社である。な
お，滝川市の卸売業事業所の企業概要に関わる諸属性については，1985年商業統計調査データ
に基づいて，前稿（寺谷，1992）でも分析している。前稿の分析対象企業と本稿のそれとの違
いを列挙すれば，①アンケート調査のため，対象企業数が限定されたこと，②市外企業では，
砂川市空知太地区に所在する支店企業を加えたこと，③市内企業では，非法人企業も加えたこ
と，④調査年次がより新しいため，企業の新規参入，廃業，撤退などに伴う対象企業の一部異
同が指摘できる。

２．分析対象企業の経営規模

当然ながら，市外企業と市内企業の経営規模にはかなりの格差が存する。まず，資本金規模
構成を比較すれば，ほぼ資本金2,000万円を境として，２，０００万円未満階級では市内企業，2,000
万円以上階級では市外企業の構成比が高くなる（第１表)。Ｉ企業あたりの平均資本金を算出
すると，市外企業約37億円に対して市内企業1,051万円となり，市内企業では，非法人の個人
企業が11社ふられる。

次に，総（全社）従業者数をみると，市外企業では300人以上の企業が過半数に達するが，
市内企業では５人以下の企業が過半を占める（第２表)。１企業あたりの平均従業者数を比較
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(資料：アンケート調査）ただし,平均は非法人および不明企業を除いた平均値。

第２表分析対象企業の総従業者数

３．創業年，業種，本社所在地

分析対象企業の創業年次を検討すれば，市外企業では昭和２０，３０，４０年代（1945～74年）創

業の企業が多く，全体の７割をこえる（第４表)。これに対して市内企業は,昭和30年代(1955～

64年）創業の企業が３社と少なく，昭和5０（1975）年以降の創業になる新しい企業が13社とか

なり多い。

分析対象企業の卸売業小分類区分による業種は，第５表に示される。表によれば，機械器具

卸売商と建築材料卸売商で全体の過半に達しており，前者は市外企業，後者は市内企業がとり

わけ多い。さらに，卓越業種を指摘すると，市外企業では食料・飲料卸売商，医薬・化粧品卸
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第１表分析対象企業の資本金規模
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(資料：アンケート調査）ただし，平均は不明企業を除いた平均値。

第３表分析対象企業の総事業所数

すると，市外企業1,096人，市内企業14人ほどの格差が承られる。

さらに，分析対象企業の事業所総数を染れば，市外企業では，ｌ企業あたりの平均約3７（３８

－１）の支店等事業所を有する（第３表)。一方市内企業では，全体のほぼ３／４に相当する３６

企業が支店等事業所をもたぬ１企業１事業所である。このように，単独事業所がほとんどを占

める市内企業事業所については，以下では市内企業と略記する。
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事業所数
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市内企業
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(資料：アンケート調査）
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第４表分析対象企業の創業時期
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(資料：アンケート調査）

第５表分析対象企業の業種（取扱商品分類）
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４．分析対象事業所の開設時期，規模，事業所名称

分析対象事業所の開設時期を象ると，市外企業支店は昭和40,50年代（1965～84年）に集中
している。これに対して市内企業は，昭和20年代（1945～54）開設事業所が最多であり，より
古い時期に立地した事業所

が多い（第７表)。 第７表分析対象事業所の開設時期

ﾖＤＥｌＩＪ‐晶昌fIⅨ

４
８

54社

50社
２６

合計 ２６１４５３ ３ ２ ８ ２ ６ ５ １ ２ １０４社

(資料：アンケート調査）

第６表市外企業支店の本社所在地別企業数

(資料：アンケート調査）

次に，事業所の従業員規

模構成を染ると，１０人未満

の事業所が67と全事業所の

６割をこえ，従業員規模は

小さい。とりわけ，市内企

業は５人以下の事業所が２７

もあり,零細事業所が多い。
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合 計

（資料：アンケート調査）

売商，市内企業では農畜・水産品卸売商，家具建具・什器卸売商が該当する。
市外企業の本社所在地は,札幌本社が36社と圧倒的に多く，全体の66.7％を占める（第６表)。

次いで,旭川本社４社を除けば，他の道内企業の本社所在地はいずれもｌ社の象の立地である。
一方，道外企業は，東京本社４社を含め，６社である。
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表９表市外企業支店の事業所名称

ただし，同一市内の複数支店は1支店とカウントし，平均は不明企業を除いた平均値。
（資料：アンケート調査）

第10表分析対象企業の道内総車業所数
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(資料：アンケート調査）

８〕

その一方で，市内企業では，３０人以上の従業者規模を有する事業所が５事業所を数える。この

ため，ｌ事業所あたりの平均従業者数を算出すると，市内企業が12.9人，市外企業支店9.9人

であり，市内企業の方が従業者規模が大きい（第８表)。

また，市外企業支店の事業所名称を示したのが，第９表である。５４支店の内訳を染ると，滝

川営業所が33，次いで滝川支店６，空知支店５，空知営業所３，さらに，道央支店，空知出張
９１

所’滝川出張所，滝ｊｌｌ駐在，滝川店，滝川販売センターー，滝川工場各１である。このように，

事業所名称では営業所，その固有名詞部分には滝川を付した事業所が卓越することがわかる。

Ⅳ、分析対象企業の支店配置と滝川事業所の位置づけ

１．市内企業の支店展開

分析対象企業の道内支店配置パターンを検討する。まず第10表は，分析対象企業の道内事業
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第11表市内企業の市外支店所在地別企業数
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(資料：アンケート調査）

所数を示している。ただしこの数値は，あくまで支
店配置網の検討を主眼とするため，同一都市内に複
数の事業所が存在する場合はｌ事業所とカウントし

ている。このため，事業所数１は，滝川事業所のみ

の配置，すなわち滝川市以外に支店をもたぬ市内企

業であることを意味し，市内企業の約３／４にあた
る37事業所が該当する。

市内企業で，滝川市以外に支店をもつのは，残り

のわずか13社である。その支店配置都市を象ると，

第12表市内企業の支店展開計画

ただし，配唖企業数10以上の配匠都市を示し，配世比率は，
不明ｌ社を除く５３社に対する比率。

（資料：アンケート調査）
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７

合計１３社｜合計５０社

札幌が７社と最多であり，旭川，岩見沢，美唄ｊ砂 （資料：アンケート調査）

川，芦別など近隣都市に支店が多い（第11表)。支店をもつ13社の今後の支店経営計画につい
ては，「拡大」５社，「現状維持」７社，「縮小」ｌ社と答えている（第12表)。この回答と支店
所在地を検討すると，「拡大」と答えた５社はいずれも札幌に支店を配置する企業である。こ
れに対して，「現状維持」または「縮小」と答えた企業は，滝川近隣都市に支店を配置するも
のが多い。このように，北海道の経済中心である札幌に支店を展開した企業は，事業の拡大を
積極的に推進している企業であることが推察される。またｄ今後の支店新設計画については，
「ある」と答えたのは，札幌支店を予定してるｌ社の象であり，多くの企業が支店新設の予定
がないことがわかる（第12表)。

２．市外企業の道内支店配置

第13表市外企業の道内事業所配髄都市，配迩企堂数，
配睡比率

市外企業の道内事業所配腫状況をゑる

と，１０～14の道内事業所数をもつ企業が

多く，道内平均支店数は1０．５（１１．５－１）

である（第１０表)。

市外企業による配腫事業所（本社およ

び支店）数の多い順に，事業所立地都市

を並べたのが第13表である｡表によれば，

札幌に事業所をもつ企業数は，市外企業

の約９割に相当する46である。次いで，

旭川，帯広，函館，苫小牧，北見，釧路，

小樽，室蘭の人口１０万人以上８都市が，

32～40の事業所を有する。さらに，２９の

事業所が立地する岩見沢までが，事業所

配置比率５割をこえ，次の稚内の19事業
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所との間には，数値のギャップがみられる。

これらの知見を，寺谷（1993）による札幌支店企業の分析結果と比較すると，滝川など地方
中心都市クラスへ支店を立地させている企業は，通常道内に１０以上の支店を配置している点が
再確認される。一方相違点としては，札幌支店企業の場合，旭川，函館，釧路に支店をおき，
全道を４分割して管轄する企業が多いのに対し，滝川支店企業では，上記４都市への事業所配
置比率の卓越性は大きくはない。すなわち，各都市の事業所配極企業数をふると，札幌は46と
最多であるが，函館，釧路は，帯広より少なく，北見，苫小牧とほぼ同数である。また，帯広，
岩見沢など滝川に比較的近い都市への支店配腫比率が高いことが，特徴として指摘できる。と
りわけ，岩見沢支店数の多さについては，空知支庁を岩見沢（南空知）と滝川（中・北空知）
で２分割して管轄する企業が多いことを示す傍証データであると考えられる。

３．市外企業支店の上位機関

支店の上位機関およびその所在地の構成は’支店の機能および支店を通じた都市間の結合関

係をみるうえで重要な指標となる（池沢・日野，1992)。

分析対象市外企業支店の上位機関

を桑ると，５２企業のうち，本社を上第14表市外企業支店の上位機関
位機関とする支店（本社直轄支店）

が全体のほぼ７割に相当する37を数

える（第１４表)。残りの15支店が，

組織の上位に位置する支店を上位機

関としており，その上位機関は旭川

支店が８社，札幌支店が６社，岩見

沢支店が１社である。

本社所在地別に滝川支店の上位機

上位擬関

所在地

本社

支店

合計

札鴨旭川岩見沢驚
２７２７

６８１

道外

1

3３１０１７１

合計

37社

15社

52社

ただし，上位機関不明2社を除く。（資料：アンケート調査）

関を染ると，札幌本社企業34社では，６社が滝川支店の上位機関を旭川支店とし，ｌ社が岩見

沢支店，そして残りの27社が本社直轄である。旭川本社企業４社では,２社が札幌支店，２社
が本社直轄である。他の道内本社企業７社では，ｌ社のみが札幌支店，残りが本社直轄である。

道外企業６社では，３社が札幌支店，２社が旭川支店であり，本社直轄は逆に少なくｌ社であ

る。

このように，滝川支店の上位機関は，組織の上位に位瞳する札幌支店，旭川支店，岩見沢支

店，または本社直轄となる。とりわけ経営規模の大きい道外企業の滝川支店は，札幌または旭
川支店の管轄に属する。一方，道内企業について象ると，札幌および旭川本社企業では，滝川
支店の約1／４（９/38）が，旭川および札幌支店の管轄となり，より中小規模の他の道内企業

では，本社に直属する滝川支店がほとんどとなる。

Ｖ，分析対象事業所の活動状況

１．分析対象事業所の活動内容

事業所の活動内容について，該当する活動に記入を求めた結果が，第15表に示される。複数
回答を可としたので，回答のあった市外企業54支店から平均2.5,市内企業41事業所から平均

８



ただし，回答のあった市外企業54支店，市内企業41事業所の複数回答の集計であり．％はこれら事業所数に対
する割合。（資料：アンケート調査）

第15表分析対象事業所の活動内容

2.7の回答を得た。

このうち，最も多くの事業所が指摘した活動は，「直接的な受注．販売活動」であり，全体
の９割以上の事業所が回答している。これに次いで多かった回答は，「集荷．保管・配送」で
あり，いずれも企業の現業部門と呼べる活動である。さらに，「取引先への指導援助｣，「特約
店の販売指導｣，「情報収集．市場調査」を，各々 ほぼ３割の企業が回答している。

いま，札幌支店を分析した札幌商工会議所（1988）によれば，大企業の多い道外企業支店は
道内企業支店と比べて，管理的な活動の比率が高いとされる。本稿の分析対象である市外企業
支店と市内企業を比較すると，その活動内容の回答から，両者間に大きな違いは見いだせない。
市外企業の滝川支店は，その下に管轄事業所をもたない最末端の支店であり，活動内容も市内
企業と同様に現業部門に特化していることが，その理由と考えられる。

高速自動車開通の地方都市における卸売業那業所活動の実態分析

繍童人癖剛受塵飯売繍 取引先への集荷･保管
指導援助・匠送

広告･ＰＲ

活動

梢報収集・

市場調査

活 動 内容
合計

市外企業支店

（％）

市内企業

（％）

５０

(92.5）

３８

(92.7）

２０

(37.0）

１０

(24.4）

１７

(31.5）

１６

(39.0）

２４

(44.4）

１５

(３６６）

７

(１３．０）

９

(22.0）

１７

(31.5）

１０

(24.4）

１３５

(250.0）

１１１

(270.7）

（0.0）

５

(12.2）

（0.0）

８

(19,5）

合

ｊ
計
蝿

５

（５．３）

８

（８．４）

８８

(92.6）

３０

(31.6）

３３

(34.7）

３９

(41.1）

１６

(16.8）

２７

(28.4）

２４６

(258.9）

ただし，回答のあった市外企業50支店，市内企業48事業所の平均値。

２．分析対象事業所の仕入活動

事業所の仕入先地域を染ると．市外企業支店および市内企業ともに，道外からの平均仕入比

第16表分析対象事業所の地域別平均仕入・販売比率（％）

(資料：アンケート調査）

販売先地域

仕入先地域

市外企業支店

市内企業

札幌

６２．９

４５．５

岬
一
脚
御

道外

２０．４

１８．５

計
０
０

０
０

△
口

合計 54.526.119.5 100.0

掴Ⅱ市内(職）
３５．１３４．９

４２．７２９．２

霞繭留鯛支庁上IⅡ支庁
1.2４．９１．６

６．８０．８２．０

その他

道内

０．５

６．１

７．２

４．６

北空知南空知 道外 合計

市外企業支店

市内企業

14.6

５．５

0.0

2.3

１００．０

１００．０

合計 38.832.110.2５．９４．０２．９１．８３．２１．１ 100.0



1９

第17表分析対象事業所の最多仕入・販売先業者

10

産業用

使用者

１１．５

１２

本譜悶自店内製遥篭輔霧濡卸蕊蕊着その他不鯛
1９３１９５４２２

１４ １５ ２５ ２３

合計仕入先業態

54社

50社

市外企業支店

市内企業

１０４社４ ５2０ 2９４ 2３合 計

３．分析対象事業所の販売活動

商業事業所による販売活動のおよぶ範囲および顧客の広がりは，商圏と呼ばれ，通常は小売
１m

商圏と卸売商圏に区分される。北海道商工労働観光部による消費者の買物行動調査（1991）

データによって，現在の滝川市の小売商圏を検討すれば，中空地地域市町に浜益村を加えた５
１２）

市５町ｌ村の範域と判断される（第18表，第１図)。基盤(Basic）－非基盤活動分析の考え方

に基づき，これら商圏内市町村を中心とする他市町村からの買物流入人口（当該市町村人口×

滝川への買物流出人口比率）に対する小売活動を滝川の基盤活動と桑なせば，全活動量に占め

る基盤活動の比率（Ｂ／Ｎ比）は45.7％となる。この数値は，1982年のデータより算出した同

比率24.7％（寺谷，1989）を大きく上回っており，その変化要因を検討すると，滝川市民の自

市内買物比率の低下と周辺地域市町村から滝川への買物流入比率の増加の相乗効果によること

がわかる。一方これに対して，滝川市の卸売商圏や卸売業のＢ／Ｎ比については，これまで全

く報告がなく，本調査で明らかにしたかった諸点の一つでもある。

分析対象卸売業事業所に，販売（管轄）地域に該当する市町村を聞いた結果が，第19表に示

される。表によれば，やはり小売商圏内の各市町村については，全体のほぼ７割以上の事業所

率は，約２割であり（第16表)，「商業統計調査」を分析した寺谷（1992）の集計結果とほぼ一
致する。残り８割の道内仕入地域をみると，市外企業支店と市内企業には違いが承られる。市
外企業支店では札幌からの仕入比率が62.9％に達するのに対し，市内企業の同比率は45.5％で
あり，他の道内地域からの仕入が多くなる。この点は，都道府県単位の取引データの象の調査

100

である「商業統計調査」からは知ることのできない新たな知見と､､える。市外企業支店の札幌
からの仕入の多さは，上述したように，滝川支店の上位機関所在地は札幌が多く（第14表)，

その取引も本支店間取引や生産業者（親会社）からの仕入が卓越する点から説明される（第１７

表)。これに対し，市内企業の仕入先は，卸売業者と生産業者がほとんどを占めており，それ

らが企業それぞれに固有の取引慣習に基づいているため，仕入先地域の多様性を生じさせてい

るものと解釈される。

３

３．５

本譜悶御薙禦者小売業着
１４２９

１７．５１７

合計消費者その他不明販売先業態

54社

50社

2.5

２

３
７

11.5４６

市外企業支店

市内企業

104社23.5６．５４．５１０合 計 ２

ただし，数値は般多と答えた事業所数，同率の2つの最多販売先がある場合は，各々 0.5として集計。
（資料：アンケート調査）
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1１

が販売地域であると考えている。とりわけ，市外企業支店では，管轄地域である比率が高く，
滝川市を中心に，連続的かつ固定的な管轄地域を有していることがわかる。逆に，市内企業が，
市外企業支店を数や比率で上回る販売地域市町村は，美唄，富良野，その他遠隔地域であり，
テリトリー制をもたない市内企業では，飛地的，分散的な販売地域をもっていることが示唆さ
れる。
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札幌

勘
・・寝

洋戸．

まま

第１図滝川市周辺の地域概観

①：滝川市，②：砂川市，①赤平市，①：歌志内市，⑤：芦別市，⑥：新十津川町，⑦：上砂川町
③：奈井江町，、：浦臼町，⑩：雨竜町，⑪：月形町，⑫：美唄市，⑬：深川市，⑭：北竜町．
⑮：妹背牛町，⑯：秩父別町，⑰：沼田町，⑬：浜益村，⑲：窟良野市，⑳：留萌市。
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第18表滝川周辺市町村住民の商品購入先（1991年）

地
域

第１位買物流出

先と同比率(％）

ただし，各比率は，１５品目の商品別爾入割合に家計消費額支出割合を乗じて算出し
た加並平均値。

滝川への買物流出人口＝当該市町村人口（1990）×滝川への買物流出比率。
（－）は，数値が過小でデータ不明。

市町村番号は，第１図凡例と一致。（資料：北海道商工労働観光部（1992)）

販売地域の広がりから104事業所の類型化を試ふると，①中空地地域内を販売地域とする２７

事業所，②空知支庁内を販売地域とする32事業所，③上川および留萌の隣接支庁までを販売地

域とする31事業所,④道内一円および一部道外の販売地域をもつ14事業所に区分され,①,②，

③タイプの事業所がそれぞれほぼ３割,残る④タイプの事業所が１割の構成比となる(第20表)。

また，市外企業支店と市内企業の販売地域の違いを検討すると，市外企業支店では，中空知全

域，空知支庁全域，北・中空知地域十留萌支庁を管轄地域とする事業所が多い。他方，市内企

業では，市外企業支店よりも多様な販売地域を示し，とりわけ滝川周辺のふ，中空知十南空知

地域，空知・上川・留萌支庁，道内一円，道外などを販売地域とする事業所が多い。こうした

傾向を，地域別平均販売比率から確認すれば，市外企業支店は，中空知地域，北空知地域，留

萌支庁への販売比率が高く，市内企業は，滝川市内，石狩支庁，その他道内，道外への販売比

率が高い（第16表)。

両者の卓越販売地域の違いの背景を考察すれば，まず市外企業支店では，テリトリー制の制

約から，南空知地域は札幌支店（本店）か岩見沢支店，上川支庁は旭川支店の管轄になる可能

性が高いため，滝川支店の独自の管轄地域は，中・北空知地域および留萌支庁，すなわち滝川

から糸て北方の地域が中心になると考えられる。これに対して，テリトリー制の制約を受けな

い市内企業では，人口が多く，より需要が見込まれる南空知地域や石狩支庁など，滝川からふ

て南方の地域を主要な販売地域としているものと解釈される。また，顧客があれば遠隔地域へ

１２

札幌（6.7）

滝川

滝川

滝川

旭川（6.3）

滝川

滝川

滝川

滝川

滝川

滝川

旭川（11.6）

旭川（5.8）

他
支
庁

岩見沢（38.5）

岩見沢（16.6）

一
中
空
知
一

旭川（13.5）

深川(56.8）

深川（37.8）

深川(54.5）

深川（32.8）

南
空
知
一
北
空
知

番
号 市町村名

自市町村内

買物比率(％）

滝川への買物

流出比率(％）

滝川への圃物

流出人口(人）

１
２
３
４
５
６
７
８
９
Ⅲ

滝川
砂川

赤平

歌志内
芦別

新十津川

上砂川

奈井江

浦臼
雨竜

１
５
５
４
９
４
４
０
７
５

①
①
■
●
■
●
◆
●
■
■

２
６
４
７
９
４
６
９
８
５

８
４
４
２
７
２
２
３
２
２

０
４
８
９
１
５
３
０
８

■
ｑ
■
Ｇ
●
■
◆
■
■

９
７
６
４
３
３
０
６
２

２
３
３
６
３
３
４
５

７１４

２５９

０４７

２２９

５４５

１５７

４４７

407

102

６
７
３
１
５
２
２
１
２

１
２

月形

美唄

40.2

73.1

(－）

0.4

(一）

１４１

３
４
５
６
７

深川

北竜

妹背牛

秩父別

沼田

77.3

21.0

39.3

32.7

48.2

1.6

５．７

７．９

(－）

２．１

491

172

395

(－）

109

1８

１９

２０

浜益

富良野

留萌

26.4

78.8

83.0

27.8

(一）
0.6

773

(－）

195



11

12

第19表分析対象事業所の販売(管轄)先市町村第20表販売地壊の広がりからみた事業所類型

月
美

形
唄

１３

Ⅵ．高速道の利用状況と経済的インパクト

地
域

番
号

市外企業
支店

販売地域 市外企業支店 市内企業 △
ロ 計市町村 市内企業 合計(％）

Ｔ
Ｃ

２（3.7）

11（20.4）

６（120）

８（16.0）

８（7.7）

１９（18.3）

鵜
４
３
２
４
２
２
３
５
３
８

５
５
５
４
４
５
４
４
４
３

１０１（97.1）

９６（92.3）

９４（90.4）

７５（72.1）

７２（69.2）

９２（88.5）

７５（72.1）

７５（72.1）

６９（66.3）

７２（69.2）

中空知

地域

小計 １３（24.1） 1４（28.0） 2７（26.0）

中
空
知

Ｃ十Ｍ

Ｃ＋Ｎ

Ｃ＋Ｍ＋Ｎ

４（7.4）

４（7.4）

１１（20.4）

８（16.0）

２（4.0）

３（6.0）

1２（11.5）

６（5.8）

1４（13.5）
知
庁

空
支

小計 1９（35.2） 1３（26.0） 3２（30.8）

Ｋ
Ｒ
Ｋ
Ｒ
Ｒ

＋
＋
＋
十
＋

Ｍ
Ｍ
Ｎ
Ｎ
Ｋ
Ｒ
Ｋ

＋
＋
＋
＋
＋
＋
＋

Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
Ｓ
Ｓ

２（3.7）

－（0.0）

２（3.7）

８（14.8）

２（3.7）

２（3.7）

３（5.6）

ｌ（2.0）

1（2.0）

1（2.0）

－（0.0）

３（6.0）

－（0.0）

６（12.0）

３（2.9）

１（1.0）

３（2.9）

８（７‘7）

５（4.8）

２（1.9）

９（8.7）

南
空
知
一
北
空
知
一
他
支
庁

高速自動車開通の地方都市における卸売業事業所活動の実態分析

道内

１．高速道の利用状況

高速道の利用状況を桑ると，全く利用しないと答えた事業所は，全体の約２割に相当する２０
事業所であり，市内企業の方が若干その比率が高い（第21表)。月平均利用回数は，１～４回
が最も多く，ほぼ半数を占め，週１回以下程度の利用が一般的であることがわかる。特に利用
回数が多いのは，市外企業支店では家電卸売商の65回，市内企業ではガラス卸売商の70回，地
方卸売市場の60回であり，他は全て30回以下である。ｌ事業所平均利用回数を算出すると，市

1５

２７

1５

２９

3０（28.8）

5６（53.8） 頚
訪
十
山
識
諦

1３

１４

１５

１６

１７

深川

北竜

妹背 牛

秩父別

沼田

２
１
３
６
６

３
３
３
２
２

2５

１８

１９

１１

１１

5７（54.8）

4９（47.1）

5２（50.0）

3７（35.6）

3７（35.6） 小計 1９（35.2） 1２（240） ３１（29.8）

１０（9.6）

４（3.8）

104社(100.0％）

浜益

箇良野

留萌

他市町村

1８

１９

２０

3２

１２

１５

１２

1７

１６

１１

１９

4９（47.1）

2８（26.9）

2６（25.0）

3１（29.8）

50社(100.0％）

３（5.6） ７（14.0）

その他（道外） －（0.0） ４（8.0）

△
口 計 54社(100.0％）

104社(100.
△
口 計 0％）

凡例は Ｔ：滝川周辺の象，Ｃ：中空知地域，Ｍ：南空知地域，
Ｎ：北空知地域，Ｓ：空知支庁，Ｋ：上川支庁，
Ｒ：留萌支庁，Ｓ＝Ｃ＋Ｍ＋Ｎ･

（資料：アンケート調査）

ただし，数値は，市外企業54支店，市内企業５０
戦業所が販売（管轄）地域と答えた取業所数。
市町村番号は，第１図凡例と一致。

（資料：アンケート調査）

も販売できるため，道東，道北，道南など道内一円や道外へも販売している。なお，道外地域
へ販売する市内企業は,羊肉加工品や玉葱など滝川および周辺地域の産品を扱う卸売商である。
最後に，滝川市以外の地域への販売活動を滝川市卸売業の基盤活動と象なし，その比率を産

出すれば61.2％であり，市外企業支店の方が同比率は高い。この数値は，上述した小売業の同
比率に比べてかなり高率であり，卸売業が小売業より広域な活動であること，市外企業支店の
方がＢ／Ｎ比が高いことが確認できる（第16表)。



市外企業支店

（％）

市内企業

（％）

５８

(１００．０）

４８

(100.0）

利用目的

ただし，無回答の市内企業７取業所を除いた集計。（資料：アンケート調査）

第22表高速道路の主たる利用目的

２．高速道の経済的インパクト

高速道開通のメリットの質問には,.「メリットなし」と答えた事業所が，市外企業支店，市

内企業ともほぼ全体の３割を占める（第23表)。市外企業支店では，メリットとして，「情報交

換，人的交流の活発化」を指摘する事業所が多いのに対して，市内企業では，「仕入の迅速化｣，

「配送の迅速化」など営業効率の向上を答える事業所が多い。同様に，高速道開通のデメリッ

トの質問には，市外企業支店，市内企業ともに半数をこえる「デメリットなし」の回答を得た

（第24表)。デメリットの内容としては，「市外企業との競争激化｣，「経費の増加」の回答が多

い。

次に，トータルとしてぷた高速道開通の経済的影響の回答結果が第25表に示される。この点

は，上記の「メリットなし」３割と「デメリットなし」５割の比率の差からも予想されるが，

表によれば，「メリットが大きい」の回答が「デメリットが大きい」を上回っている。とりわ

次に，主たる利用目的では，約半数の事業所がｌ出張・会議」をあげている（第22表)。こ

のため，「販売｣，「仕入｣，「配送」など，いわゆる日常の営業部門と判断される活動の高速道

利用は，あまり多くはない。ただし，市内企業と市外企業支店を比較すると，市内企業の方が，

上記の日常的営業活動を主たる高速道利用目的であると答えた事業所の比率が高い。

販売仕入配送灘その他 合計

外企業支店が5.3回，市内企業が6.7回である。

次に，主たる利用目的では，約半数の事業所が「出張・会議」をあげている（第22表)。

第21表高速道路の利用回数（回／月）

1４

６

(10.3）

７

(14.6）

７

(12.1）

５

(10.4）

３２

(55.2）

２０

(41.7）

５

（8.6）

３

（6.3）

８

(13.8）

１３

(27.1）

１０６

(100.0）

合

ｊ
計
蝿

１２５２

(11.3）（49.1）

８

（7.5）

２１

(19.8）

１３

(12.3）

ただし，回答不能（高速道未利用）市外企業10,市内企業１０，および

無回答の市内企業５事業所を除いた回答数。一部複数回答あり。

（資料：アンケート調査）



市外企業支店

（％）

市 内企業

（％）

第23表高速道路開通のメリット

８

(16.7）

７

(15.2）

合計

購鉛1｡”ﾉﾙﾄ項目|懸繍域
配送の

迅速化

市外顧客

の増加

市外企業支店

（％）

市内企業

（％）

１１

(20.8）

１３

(25.5）

３

（5.7）

４

（７．８）

８

(１５．１）

９

(17.6）

２

（3.8）

３

（５．９）

１３

(24.5）

６

(11.8）

１６

(30.2）

１６

(31.4）

５３

(100.0）

５１

(100.0）

△
ロ

ｊ

計
蝿

２４

(23.1）

７

（6.7）

１７

(16,3）

５

（4.8）

１９

(18.3）

３２

(30.8）

１０４

(100.0）

ただし，無回答の市外企業２，市内企業７事業所を除いた回答数，一部複数回答あり。
（資料：アンケート調査）

第24表高速道路開通のデメリット

ただし，無回答の市外企業３，市内企業６事業所を除いた回答数。
地域，売上高，従業員数の変化（資料：アンケート調査）
を象たものである。集計結果を

柔ると，「変化なし」が圧倒的に多く，滝川市の事業所活動が強化されたか，それとも弱化し

たのか，その変化傾向を指摘するには無理がある。ただ，３つの指標の中では，販売地域，売
上高，従業者数の順に，変化したと回答した事業所が多くなっており，より後者の事業所属性

６

（6.4）

市内企業

との競争
激化

市外企業

との競争
激化

市内顧客市外顧客

の減少の減少

経費の

噌加

デメリッ

トなし
デメリット項目

６４

(67.4）

高速自動車開通の地方都市における卸売業事業所活動の実態分析

1５

５

(10.4）

３

（6.5）

１

（2.1）

５

(10.9）

６

(12.5）

７

(15.2）

２８

(58.3）

２４

(52.2）

４８

(100.0）

４６

(100.0）

（0.0）

（0.0）

合

ｊ
十
％

：
く

１５

（0.0）（16.0）

８

（８．５）

デメリット

が大きい

３

（５．９）

．４

（9.1）

１３

(13.8）

５２

(55.3）

９４

(100.0）

ただし，無回答の市外企業６，市内企業９事業所を除いた回答数。一部複数回答あり。
（資料：アンケート調査）

けその傾向は，市外企業支店に

おいて著しい。ただし，「どち

らともいえない」と答えた事業

所がほぼ７割を占めており，傾

向を指摘するには注意が必要で

あろう。

では，実際の事業所活動に与

えた高速道開通の影響を検討し

て桑よう。第26表は，高速道の

開通前と調査時点における販売

第25表高速道路開通の経済的影等

９５社

(１００．０）

市外企業支店

（％）

市内企業

（％）

撫１kが
１６

（31.4）

８

（18.2）

５１社

(１００．０）

４４社

(100.0）

どちらとも

いえない

３２

（62.7）

３２

（72.7）

経済的影響 合計

２４

(25.3）

合

ｊ

計
暁

７

（7.4）



出張人数

市外企業支店

（％）

市内企業

（％）

第26表高速道路開通後の活動状況の変化

０１～２３～５６～９１０～

JＦｔ５６社ｂ在

(資料：アンケート調査）ただし，回答企業の糸の集計。

ほど経済的影響に対して敏感であると判断される。その他，市外企業支店では，企業機構に占

める滝川支店の地位の変化を聞いたが，これも昇格２，降格１，不変51であった。ごく少数の

事業所に桑られる滝川支店の活動強化の理由をそのまま付すと，「札幌一旭川のベルトライン

の強化｣，「札幌一旭川商圏間のエアポケット解消｣，「留萌支庁への販売のため」などである。

このように，経済的インパクトは必ずしもはっきりしないが，その理由としては，以下の諸

点が考えられる。①高速道が開通してから１年程度しか経過しておらず，その影響を調査する

には調査時点が早すぎたこと:剛②インパクト調査に共通する問題であるが,高速道のみによる
経済的影響を純粋に抽出するのは困難であること，③後述するように，並走する国道1２，２７５

１０〕

号線と高速道の利便性の違し､が,本州以南の一般国道と高速道にみられるほど大きくないため，

その影響が相対的に小さいことである。

３．高速道と他の交通手段との競合

高速道と他の交通手段との競合状況を検討するために，札幌への出張状況とその利用交通手

段の回答を求めた。まず，札幌への月平均出張人数は，市内企業の場合，出張者なしの事業所

が多いが，逆に10人以上の事業所も多い（第27表)。このため，ｌ事業所平均人数を象ると，

市内企業は7.8人であり，市外企業支店3.9人の２倍規模となる。こうした格差は，販売先地域

でも承たように，札幌を含む石狩支庁を重要な販売先地域としている市内企業の活動特性の反

映と解釈できる。出張人数が特に多い市内企業としては，ガラス卸売商（１００人)，建材卸売商

第27表５１t幌への出張人数（人／月）

５

（9.3）

７

(18.9）

９１社

(100.0）

平均

３．９人

７．８人

ｊ

計
蝿

１３

(14.3）

５４社

(100.0）

３７社

(100.0）

４

（7.4）

９

(24.3）

１９

(35.2）

９

(24.3）

２０

(37.0）

１０

(27.0）

６

(11.1）

２

（５．４）

１２

(13.2）

ただし，無回答の市内企業13砺業所を除いた醜業所の集計。
（資料：アンケート調査）

３０

(33.0）

８

（8.8）

合

1６

２８

(30.8）
5.3人



高速自動車開通の地方都市における卸売業事業所活動の実態分析

（30人)，冷凍機械卸売商(21人）などであり，いずれも札幌に支店を開設している企業である。
札幌への出張の利用交通手段としては，自分で運転する自動車（商用車）と公共交通機関に

】５》

大きく２分され，さらに前者は利用'レートから高速道，国道12号線，国道275号線経由に分か
１６》

れ，後者はＪＲと都市間高速バス（高速道経由）に細分される（第１図)。各事業所の最多利
用交通手段の集計結果が第28表である。表によれば，全体でふると高速道４割と一般国道３割
を併せて自動車利用７割，公共交通機関利用３割の構成比である。市外企業支店と市内企業を
比較すれば，市外企業支店の方が，高速道およびＪＲ利用が多く，所要時間は短いが出張経費
のよりかかる交通手段を多く利用していることがわかる。出張人数に交通手段別利用比率を乗
じて，交通手段別実質出張人数を算出すると，自動車利用の構成比はさらに高まってほぼ８割
となる（第29表)。とりわけ，出張人数の多い市内企業が一般国道を多く利用することによっ

て，一般国道利用は41.7％となり，高速道利用の38.2％を上回るようになる。このことは，上
述したように，北海道における高速道と一般国道の利便性の格差が本州以南ほど大きくないこ
とを示す証左といえよう。

最後，高速道の今後の利用状況については，全体の約４割の事業所が「増加するだろう｣，

第28表札幌への出張者の最多利用交通手段
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(資料：アンケート調査）

自動車利用 公共交通利用

利用交通手段 合 計自動車道

経由

２２．０

W:）
(35.9）

国道12号線

経由

４．５

（9.2）

６．５

（16.7）

国道275号線

経由

５．０

（10.2）

１０．０

（25.6）

ＪＲ

(函館本線）

高速パス

(自動車道）

市外企業支店

（％）

市内企業

（％）

15.0

(30.6）

７．５

(19.2）

２．５

（5.1）

１．０

（２．６）

４９社

(100.0）

３９社

(100.0）

合

ｊ
計
蝿

３６．０

(40.9）

１１．０

(12.5）

15.0

(17.1）

２２．５

(25.6）

８８社

(100.0）

３．５

（4.0）

ただし，札幌への出張者不在または無回答の市外企業５，市内企業１１を除いた聯業所数，同率の２つの
最多交通手段がある場合は，各々0.5として集計。（資料：アンケート調査）

第29表札幌への交通手段・交通経路別月平均出張人数（人数×利用割合）

ただし，無回答の市内企業13率業所を除いた事業所の集計。

２４．３

(11.6）

４５．６

(15.7）

自動車利用 公共交通利用

利用交通手段 合 計自動車道

経由

国道12号線

経由

国道275号線

経由

ＪＲ

(函館本線）

高速バス

(自動車道）

市外企業支店

（％）

市 内企業

（％）

９３．４

(44.7）

９７．２

(33.5）

ｊ
計
蝿

２３．６

(１１．３）

９９．６

(34.3）

６１．６

(29.5）

３７．９

(13.1）

６．２

（3.0）

９．３

（３．２）

209人

(１００．０）

290人

(１００．０）

合 190.6

(38.2）

６９．９

(14.0）

123.2

(24.7）

９９．５

(19.9）

１５．５

（3.1）

499人

(100.0）



残りの６割の事業所が「変わらないだろう」と

答えている（第30表)。「減少するだろう」と答

えたのは，市内企業１事業所の桑である。

Ⅶ．滝川市の営業立地評価

1．滝川市の営業環境に対する評価

第30表今後の高速道路利用状況の予測

滝川市の営業環境に関する12項目について，
ただし，回答企業の象の集計。

「良い｣，「普通｣，「悪い」の３つの選択肢を設 （資料：アンケート調査）

定し，市外企業支店と市内企業に分けてその評

価結果を集計した（第３１．３２表)。全体的な傾向としては，「普通」の評価がほぼ半数を占め，

残りは「悪い」が「良い」を上回った。市外企業支店と市内企業の回答結果を比較すると，市
Ｂ７〕

内企業の方が滝川の営業環境をより高く評価する「地元びし､き効果｣がある程度予想されたが，

結果としては，市外企業支店の評価との格差は少なく，「良い」が約４％上回ったにすぎない。

各項目について，「良い」と「悪い」の評価に着目すれば，どちらかに評価が偏り，評価の

傾向が明瞭となった項目が多い。しかも，市外企業支店と市内企業において，その傾向はほぼ

共通である。評価の高い項目としては，「金融機関の便｣，「物流の便｣，「取引先との接触の便｣，

「道内他地域との交通の便」など交通関係が多い。一方，評価の低い（｢悪い」が多い）項目

としては，「市場の広さ｣，「労働力確保の便｣，「情報収集の便｣，「大学，研究機関との接触の

便｣，「道外他地域との交通の便｣，「地価や貸室賃料」があげられる。また，「商品の入手の便」

と「官公庁との接触の便」は，「良い」と「悪い」の評価が桔抗している項目である。

第31表滝川市の営業環境に対する評価（市外企業支店）

項目

市場の広さ

商品の入手の便

労働力の確保の便

情報収集の便

大学研究機関との接触の便

官公庁との接触の便

金融機関の便

物流の便

取引先との接触の便

道内他地域との交通の便

道外他地域との交通の便

地価や貸室賃料

合 計

ただし，回答企業の象の集計。

良い

７（13.7）

１２（23.1）

５（9.8）

２（3.9）

一（0.0）

６（12.5）

1２（24.0）

１５（28.3）

1５（28.3）

2３（44.2）

４（8.0）

５（９．８）

普通悪い

1８（35.5）

3１（59.6）

2９（56.9）

2９（56.9）

1８（41.9）

3４（70.8）

3５（70.0）

3２（60.4）

3３（62.3）

2６（50.0）

2３（46.0）

2３（45.1）

2６（51.0）

９（17.3）

1７（33.3）

2０（39.2）

2５（58.1）

８（16.7）

３（6.0）

６（11.3）

５（９．４）

３（5.8）

2３（46.0）

2３（45.1）

合 計

51社（100.0％）

52社（100.0％）

51社（100.0％）

51社（100.0％）

43社（100.0％）

48社（100.0％）

50社（100.0％）

53社（100.0％）

53社（100.0％）

52社（100.0％）

50社（100.0％）

51社（100.0％）

1０６（17.5）３３１（54.7）168（27.8） 605社（100.0％）

(資料：アンケート調査）
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高速自動車開通の地方都市における卸売業事業所活動の実態分析

第32表滝川市の営業環境に対する秤価（市内企業）

項目

市場の広さ

商品の入手の便

労働力の確保の便

情報収集の便

大学研究機関との接触の便

官公庁との接触の便

金融機関の便

物流の便

取引先との接触の便

道内他地域との交通の便

道外他地域との交通の便

地価や貸室賃料

合 計

良 い

ｌ（2.2）

１５（31.9）

３（６．７）

６（１３．６）

一（０．０）

1０（22.2）

1８（40.9）

1８（39.1）

1４（30.4）

2３（50.0）

６（14.6）

一（0.0）

普通悪い

２１（46.7）

2７（57.4）

2５（55.6）

2４（54.5）

1５（39.5）

2６（57.8）

2４（54.5）

2６（56.5）

2８（60.9）

1８（39.1）

2２（53.7）

1７（38.6）

2３（51.1）

５（10.6）

1７（37.8）

1４（31.8）

2３（60.5）

９（20.0）

２（4.5）

２（4.3）

４（８．７）

５（１０．９）

１３（31.7）

2７（61.4）

114（21.6）２７１（51.2）１４４（27.2）

合 計

４５社（100.0％）

４７社（100.0％）

４５社（100.0％）

44社（100.0％）

38社（100.0％）

45社（100.0％）

44社（100.0％）

46社（100.0％）

46社（100.0％）

46社（100.0％）

41社（１００．０％）

44社（100.0％）

529社（100.0％）

ただし，回答企業のゑの集計。 (資料：アンケート調査）

２．他企業との競争状況

他企業との競争状況および他企業の経営姿勢に対する評価を染よう。まず’市内企業との競
争条件については，「大変厳しい」または「厳しい」と答えた市内企業は約７割を弱を占める
（第33表)。市外企業支店でも，同様に約７割が「大変厳しい」または「厳しい」と回答して
いるが，その中で「大変厳しい」と答えた支店が多く，競争の厳しさに対する認識はさらに深
い（第34表)。

次に，市外企業との競争条件については，市内企業の認識が興味深い。すなわち，滝川支店
企業との競争では，「あまり厳しくない｣，「ほとんどない」がほぼ７割に達するのに対して，
滝川に支店をもたない市外企業との競争条件は「大変厳しい｣，「厳しい」が過半に達している。
一方，市外企業支店の認識する対市外企業との競争は，「大変厳しい｣，「厳しい」がほぼ９割

第33表他企業との競争条件の評価（市内企業）

評価内容

他の市内企業との競争条件
（％）

滝川に支店をもつ市外企業と
の競争条件（％）

滝川に支店をもたない市外企
業との鏡争条件（％）

たいへん厳しい雷鱒厳い、

６

(12.5）

３

（7.3）

６

(13.6）

２５

(52.0）

９

(22.0）

２０

(45.5）

１０

(20.8）

１５

(36.6）

１１

(25.0）

ほとんど

ない

７

(14.6）

１４

(34.1）

７

(15.9）

合 計

４８社

(100.0）

４１社

(100.0）

４４社

(100.0）

ただし，回答企業の象の集計。 (資料：アンケート澗査）
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１８

1３

１
１４

第34表他企業との競争条件の評価（市外企業支店）

たいへん鮫しい震瀦厳い、

ほとんど

ない
計合評 価 内 容

５１社

(100.0）

７

(13.7）

１３

(25.5）

２０

(39.2）

１１

(21.6）
市内企業との競争条件（％）

５２社

(100.0）

５

（9.6）

５

（9.6）
他の市外企業との競争条件

（％）

２５

(48.1）

１７

(32.7）

(資料：アンケート調査）ただし，回答企業の象の集計。

(％）
2０

に達しており，市内企業よりも厳しさの認識はより深い。これらのことは，高速道開通によっ

て，札幌方面企業の営業車が，滝川周辺に容易に来れるようになったため，商圏の蚕食，競争

の激化への危倶と解釈できるのではなかろうか。第２図は，滝川インターチェンジ（Ｉ．Ｃ､）

から赤平方面への出入車両数の時間変動を示している。図によれば,午前10時台に流出,夕方１６

時台に流入のきれいなピークが承られ，このことは，朝９時札幌を出発し，滝川Ｉ．Ｃ・で降り

ｍＬｌ刀もめ抗竜丑Ｆｍ刀唖

５

０

１

１

（
時
間
変
動
係
数
）

脂
～
蝿

1６

１
１７

(資料：アンケート調査）

2０

１４

１
１５

￥(時間帯）
1９

７
～
８

８
～
９

９
～
川

1１

１
１２

1２

１
１３

１０

１
１１

第２図滝川インターチェンジの出入車両の時間変動（1989年７月14日）
（資料：滝川市・滝川商工会議所（1989)）

市内企業の経営姿勢に対する

市外企業支店の評価（％）

第35表他企業の経営姿勢に対する評価

ただし，回答企業のみ､の集計。

１１－

(22.9）（0.0）

非常に

消極的
非常に

積極的 羅謡ゥ普通熟 合計評価内容

４８社

(100.0）

４２社

(100.0）

２５

(52.1）

市外企業の経営姿勢に対する

市内企業の評価（％）

３

（6.3）

９

(18.8）

１６

(38.1）

１３

(31.0）

１－

（2.4）（0.0）

１２

(28.9）



高速自動車開通の地方都市における卸売業耶業所活動の実態分析

て，中空知地域で日中営業活動を行い，夕方滝川Ｉ．Ｃ・に上がって１７時に札幌へ戻る営業車の
存在を示す傍証データであると考えられる。

最後に，他企業の経営姿勢に対する評価をふると，市内企業に対する市外企業支店の評価は
「普通」が卓越し，市外企業に対する市内企業の評価は，「非常に積極的｣，「まあ積極的」が
多い（第35表)。

Ⅷ、おわりに

以上本稿では，滝川市の卸売業事業所に対する実態調査に基づき，事業所の活動，高速道開
通の影響などについて，市外企業支店と市内企業の対比に重点をおいて述べてきた。調査結果
は，下記のように要約される。

①市外企業および市内企業は，資本金，従業者数，事業所数から染ても，経営規模の格差は
著しい。市外企業滝川支店は，道内に１０以上の支店を配置する企業の末端支店であり，岩見沢
支店とともに空知支庁を二分して管轄する企業が多いと判断される。また，その上位機関は，
札幌支店（本社)，旭川支店である場合が多い。一方，市内企業は単独事業所が大部分を占め
るが，札幌に支店を進出させ，事業の拡大をはかっている企業も一部にJkられる。

②事業所の活動内容は，「受注・販売活動」など現業部門に特化しており，管理的活動は，
市外企業支店，市内企業ともに少ない。販売（管轄）地域の広がり象た事業所の類型化を行な
えば，中空知地域，空知支庁，空知十隣接支庁が各３割，その他１割の構成比となる。市外企
業支店は，中空知地域を中心に，北空知地域，留萌支庁など滝川より北方地域へ伸びる連続的
な管轄地域を有するのに対し，市内企業は，南空知地域，石狩支庁など滝川より南方地域や全
道一円に飛地的販売地域をもつ。

③高速道の利用は，「出張，会議」を主目的に週１回以下程度の利用が通常であり，利用が
多いとはいえない。また，札幌方面への出張では，高速道を利用せず，一般国道利用がとりわ
け市内企業に多い。高速道開通の影響としては，「メリット」の方が大きいとする事業所が多
いが，事業所活動の強化，弱化に直結する劇的な変化はほとんど染られない。その背景には，
一般国道と高速道の格差が少ないという北海道の特殊な事情によると考えられる。ただ，滝川
に支店をもたない市外企業との競争条件か厳しいとする指摘が多く，いわゆる「ストロー効果」
への危倶が強い。

以上のように，本稿では，滝川市の卸売業活動について，主な活動内容，販売地域の広がり
と販売先比率，市外企業支店の上位機関，市内企業と市外企業支店の相違点などに検討を加え
た。このため，本稿の調査目的の第一に掲げた卸売業機能の態様の概括的把握は，ある程度な
し得たと考えられる。市外企業支店の存在は，その営業利益の本社移転という問題はあるもの
の，滝川市の全卸売業販売額のほぼ４割を占め（寺谷，1992)，滝川市卸売業の中核部分を構
成しており，これなくしては滝川市商業の衰退を招来したことも事実であろう。実際滝川市で

180

は，中心商店街の交差地点に位置するピルのキーテナント（札幌本社企業）が，1991年12月に
採算悪化から撤退し，後継テナント探しが市，商店街の大きな課題となっている。こうした市
内企業と市外企業支店の地域経済における「す承わけ」の問題を，とりわけ札幌，旭川，滝川
など異なる都市階層において検討すること，また，本稿で明瞭に抽出できなかった高速道開通
以後の滝川市の地域経済の変化を解明することは，今後の課題としたい。
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【付記】本稿を作成するにあたり，実態調査にご協力いただいた多くの事業所の方々 ，調査
票の配布，回収に便宜をはかっていただいた滝川市役所商工部商工観光課および滝川商工会議
所の各位に厚くお礼申し上げます。なお，本稿は，平成５年度文部省科学研究費奨励研究（Ａ）

「地方都市における支店の集積量と機能」（課題番号05780133）の研究成果の一部である。

注

ｌ）ただし，深川一旭川間は，道内初の暫定２車線開通である。

2）滝川市商工会議所内部資料「会員名博データ｣，ダイヤモンド社発行「会社職員録（全上場会社版）1990年

版｣，札幌商工会議所発行「札幌商工名鑑1992年版｣．ＮＴＴ電話帳「タウンページ（各地方版・最新版)」
である。

３）１７事業所は，1988年商業統計調査に基づき，砂川市経済部のご教示による。これらの事業所は，その名称
を染ると，砂川の固有名詞を付した砂川営業所がわずか２社にすぎず，滝川と付した事業所が５社（営業

所２，支店１，出張所１，駐在所ｌ）．その他空知営業所と空知支店が各５社であり，通常ならば中空知地
域の中心都市滝川に立地して，滝川営業所（支店）として位匝づけられる事業所と染なし得る。

４）当該調査は，札幌商工会議所登録会員および特定商工業者のうち，札幌以外に本社のある2,955支店へ配布
されたアンケート調査であり，有効回答数は1,182票（回収率40.0％）である。調査報告書としては，札幌

商工会議所より『ソフト社会における札幌市の支店企業の活動実態』が発刊されている。

５）市外企業支店用の調査票の糸示した。当然ながら，市内企業および砂川市空知太地区の卒業所に対する調

査票は，調査内容や表現語句の一部を変更した。

６）ただし，上記砂川市空知太地区の事業所については，３月１日に調査票郵送，３月１５日を期限として，回

答を依頼した。

７）支店の閉鎖撤退，倉廊の柔の事業所，名師上の２事業所が実質は１つであった事業所，事業所が存在せず

不明の４例である。

８）全道的にも著名な従業者160人の食肉卸売商，その他は卸売市場と紙製品，事務用品，コンピューターを主

要取扱諸品とする従業老30人台の４事業所である。

９）当該覗業所は，事業所名称に工場を付すが，その主要活動はＬＰガス，灯油，燃料器具の販売である。

10）なお，「同調査」による仕入・販売先の調査項目は，1988年以降，都道府県単位の記入項目もなくなり，自

都道府県割合の承の調査となった。

11）当咳調査は，公立中学校１年生在学世帯に対するアンケート調査であり，調査票の配布数は79,943,有効

回答数は25,058である。調査内容は，１５商品ごとの購入先と購入割合，利用交通手段，買物理由などであ

る。

12）都市の活動を，周辺住民からの需要によって外部から所得をもたらす活動（基盤活動）と都市内住民の需
要による都市内部で所得の授受が生じるの象の活動（非基整活動）に区分して，その活動量の計測によっ

て，地域の経済活動の特性を把握する方法である。

１３）実際，それと類似した指摘が調査票の記入や聞き取り調査でも聞かれ，まだ高速道開通の影響を実感とし

て認識してない事業所がかなりあったようである。

14）北海道の他の国道と同様，国道12,275号線も，本州以南では考えられないほど，沿線の住宅，信号機，交

通且が少ない上に，地形は平坦であり，直線的道路が多く，高速道との格差が小さい。

１５）札幌インター～滝川インター間の普通車料金は，片道2,050円である。

１６）札幌～滝川間の所要時間と大人１人料金は，高速バス利用が１時間半・往復2,150円，ＪＲが割引率の高い

Ｓきっぷ・特急利用で１時間・往復3.800円である。
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17）上述の札幌商工会議所（1988）によれば，札幌市の営業環境評価では，道内企業に比べて，道外企業は「交
通の便」を中心として，かなり厳しい評価を示している。

18）北海道新聞の記ﾘＦ（1993年８月18日夕刊）によれば，当該ピル前が，滝川市の最高路線価（15万円/㎡）地
点である。

引用文献

池沢裕和・日野正卸（1992）：福島県における企業の支店配伍について．地理学評論，ｖｏＬ６５Ａ，529～547頁．
札幌商工会議所（1988）：ソフト化社会における札幌市の支店企業の活動実態．
滝川市・滝川商工会議所（1989）：高速道路利用実態調査報告書．

寺谷亮司（1989）：北海道における都市の発達過程一滝川市を事例として－．人文地理，vol､４１，６～22頁．
寺谷亮司（1992）：地方都市における支店等事業所の集積と特性について－北海道滝川市の小売業．卸売業砺
業所を中心として－．愛媛大学教養部紀要，vol､２５，３５～55頁．

寺谷亮司（1993）§企業の支店配置よりふた北海道の都市階屈．地理科学，vol､４８，１７５～183頁．
日野正師（1986）：都市の拠点性について．西村睦男・森川洋絹§『中心地研究の展開』．大明堂，３０～44頁．
北海道商工部：北海道立総合経済研究所（1971）：流通近代化基礎調査報告書一北海道における卸売商業圏に

関する実態調査一．

北海道商工観光労働観光部（1992）：北海道広域商圏動向調査報告書．

Ｒ､Terayn(1986)：ThePostwarUrbanSysteminHokkaidｏｉｎＴｅｒｍｓｏｆＷｈｏｌｅｓａｌｅａｎｄＲｅｔａｉｌＴrades･
ScienceReportsofTohokuUniversity,７thseries(Geogmphy)，ｖｏＬ３６，pp75～101.

平成５年９月１７日受理

2３



WholesalingActivitiesandlmpacts

ofHighwayTransportatiOnlnnOvation

inaLocalCity：ＴａｋｉｋａｗａＣｉｔｙ,HokkaidoPerfecture

RyOjiTERAYA

ＯｎＯｃｔＯｂｅｒ８，１９８８HokkaidoNorth-southHighwaybetweenBibaiandTakikawacity

wasopened,TakikawahadthenorthernmostinterchangefacilitiesinJapan，Takikawais
acommercialcenterwitｈ50,000inhabitantsintheNaka-Sorachiregionwhereagriculture

andminingformimportanteconomicbase、Ｔｈｉｓｐａｐｅｒａｉｍｓｔｏｅｘａｍｉｎｅｔｈｅｃｈａｒａcteristic
fUnctionsofwholesalersandtheimpactsoftransportationimprovementinthelocalcity,by

meansofanalysingthequestionnairesurveytheautherconductedamongthewholesalersin

Takikawacity、Thesurveydatacovered78､3(54/69)％ofallthewholesalebranchoffices
and45､9(50/109)％ofauthelocalwholesalersinTakikawaAsaresultofthisstudy,the

fO11owingfindingsareobtaine｡：

（１）Mostofwholesaleenterprises,whichhavebranchofficesinTakikawa,havetheir

headquartersinSapporocityandmorethanlObranchofficesinHokkaidoprefecmre・

Thesewideenterprisesexceedinglyexcelthelocalwholesalers,ｗｈｉｃｈｍｏｓｔｌｙｈａｖｅａｎｏｎｌｙ

ｏｆｆｉｃｅｉｎＴakikawa，inthemanagementscale，suchasthecapital，ｔｈｅｎumbersofall

workersandoffices･ThebranchofficesinTakikawaarecommonlythesmallestunitof

theseorganizationunderthesupervisionoftheheadquartersinSapporocityandbranchof・

ficesinAsahikawacity．

（２）MainactivitiesofthewholesalersinTakikawaareoutdoorbusinessfOrselling・

Theselessadministrationalactivitiesdominateincommonwiththebranchofficesandthe

localwholesalers・ＡｓｆＯｒｔｈｅｔｒａｄｉｎｇａrea，wholesalebranchofficesaredifferentfrom

localwholesalers、ManybranchofficeshavethecontinuousandfixedterTitoriescovering

northemareafmmTakikawawithKita-sorachiandRumoiregionwhereotherbranchof

ficesdonotcontrol・Ｏｎｔｈｅｏｔｈｅｒｈａｎｄ,ｔｈｅlocalwholesalershavethediscontinuousand

remotetradingareapreferringsouthemareafromTakikawawithMinami-sorachiand

lshikarirEgionwheremoredenselyinhabitantspopulate．

(3)WholesalersusehighwaytransportationonlyonceaweekontheaveragefOrthe

mainpurposeofabusinesstripandmeeting・Particularly,ｔｈｅlocalwholesalersdonotuse

highwaｙｒｏａｄｂｕｔｏｒｄｉｎａｒｙｒｏａｄｆＯｒｔｈｅｔｒｉｐbetweenTakikawaandSapporo，The
economicimpactsofthehighwayopenningarenotsoevidentfOrwholesalers，Thissitua‐
tionowesthecharacterofHokkaidoWhereitmakeslittledifferencewhichroadswetake

highwayorordinaryroadwithnotrafficcongestion・However，wholesalersinTakikawa
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areuneasyabout‘‘thestraweffect,,，thattheyaredeprivedoftheirwholesalefUnctionby
thenewcomingwholesalersoutsidetheregion．

Ｋｅｙｗｏｒｄｓ fUnction，highwayimpact，brancho錨ces，localwholesalers，wholesalefUn1

Takikawacity
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く付表＞高速自動車道開通に伴う経済活動の変化に関する実態調査

事業所名

所在地 滝川市一町一丁目一番地

Ａ･貴企業（本社）についてお伺いします

ピル缶（）

1．本社所在地都道府県市町区

２．資本金億万円

３．創業年（明治・大正・昭和）年

４．従業員総数人

５．業弧（○印）

（a)農林水産業，（b)鉱業，（c)建設業，（｡)製造業，（e)卸売業，（f)小売業，（鷹)金融業，

（h)保険業，（i)不動産業，（j)運輸・倉噸業，（k)電気・ガス・通信業，(1)サービス業・

伽飲食店，（､)その 他 （ ）

６．支店・営業所等総数事業所

Ｂ・貴事業所（滝川支店）についてお伺いします

１．開設年度

２．従業員数

(明治・大正・昭和）

役 員 営 業

人 人

年

配送 事務

人 人

技術 その他 合計

人 人 人

３.主要取扱商品(取引額の多い順に）

（ ｌ：）（２：）（３：）

４．支店の活動内容（○印，複数回答可）

（a)直接的な受注，販売活動（b)特約店，代理店の販売指導など（c)取引先への指導援助

（｡)集荷・保管・配送（e)広告，ＰＲ活動（f)悩報収集，市場調査

（鷹)その他の活動内容（）

５．貴事業所の管轄地域についてお聞きします。

1）管轄地域（市町村単位）はどの範囲になっていますか。管轄地域に含まれるもの全てに○を付けて下さ

い。

（a)滝川市（b)砂川市（c)赤平市（｡)歌志内市（c)芦別市（f)新十津川町（座)上砂川町

（h)奈井江町（i)浦臼町（j)月形町（k)美唄市(1)深川市（mj雨竜町（､)北竜町

（o)妹背牛町（p)秩父別町（q)沼田町（r)浜益村（s)富良野市（t)留萌市

（u)その他（）

２）自動車道開通前に比べて管轄地域はどう変化しましたか。

（a)拡大した（ ど こ の 市 町 村 が ）

（b)縮小した （ ど こ の 市 町 村 が ）

（c)変わらない

拡 大ま たは縮小の理由は（）
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７．貴事業所の仕入先についてお聞きします。

ｌ）仕入先地域別割合

６．貴事業所の販売先についてお聞きします。

ｌ）販売先地域別割合

2７

２）貴事業所の会社機櫛に占める地位は自動車開通前に比べて変化しましたか。
（a)地位の昇格があった（b)降格があった（c)変わらない

昇格または降格の理由は（）
3）滝川市以外の道内支店，営業所，出彊所などはどこにありますか。ある地域すべてに○を付け，その事

業所呼称を（支)，（営)，（出）などと記入して下さい。

（a)札幌市（）（b)旭川市（）（c)小樽市（）（｡)函館市（）（e)室蘭市（）
（f)帯広市（）（軽)釧路市（）（h)北見市（）（i)苫小牧市（）（j)岩見沢市（）
（k)その他の市町村（）

２）仕入先業者別割合

高速自動車開通の地方都市における卸売業聯業所活動の実態分析

８．貴社の機構についてお聞きします。

ｌ）貴聯業所を直接管理している上位機関は（本店，支店，営業所）

２）販売業者別割合

I・札幌 2.旭１１１ 3 割 路 １．帯広 5.'１，樽 6.画箆 7.苫小牧 ＆その他道内 9.東京母 10.大匝府

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

１１.愛知県 12.熱 13.県 14.県 15.県 16.国外 合計

％ ”
の ％ ％ ％ ％ 100％

1本支店間

取引
2.目店内蝿

3.生産業者

(親会社〉

4.その他の

生産業者
5.卸売藁者 6.その他 合計

％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％

1.滝Ill市内
2.中空知蝿

Ⅲ市を除く）
3.北空知 4浦空知

5.石狩支庁

(札幌を含む）
6.圃萌支庁

7.上川瀞

(繊野盆地）

8.jimII(十勝

釧路損室）

9.その他の

道内
１０．１ｉ外

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

合計

100％1,ホ誰間

取引
2.卸売業者 3.1､識者

4.産藁用

使用者
5.消鷺者 6.その他 合計

％ ％ ％ ％ ％ ％ 100％



９．道央自動車道の開通に伴う貴期業所の影響についてお聞きします。

１）高速道路利用回数

１ヵ月に 回

2）高速道路の利用目的（主たるものに○印）

（a)販売（b)仕入（c)配送（d)出張・会議（e)その他（

３）高速道路開通後のメリット（主たるものに○印）

（a)仕入の迅速化（b)販売地域の拡大（c)配送の迅速化い)市外顧客の地加

（e胴報交換・人的交流の活発化（f)メリットなし

(9)その他（

４）高速道路開通後のデメリット（主たるものに○印）

（a)市内企業との競争の激化（b)市外企業との競争の激化（c)市内顧客の減少

（｡)近隣市町顧客の減少（e)経費の増加（f)デメリットなし

（H)その他（

５）高速道路開通のトータルとして糸た経済的影響（○印）

（a)メリットが大（b)デメリットが大（瞳)どちらともいえない

その理由は（

６）高速道路開通後の売り上げ高は開通前に比べてどのようlこ変化しましたか（○印)。

（a)地加した（b)減少した（c)変化がない

増加または減少の理由は（

７）高速道路開通前後で従業員数の変化はどうですか

（a)開通前人（b)開通直後（滝川終点）人（c)現在 人

）

）

）

）

）

８）高速道路が深川まで延長された現在，滝川が終点の開通時に比べてどのように変化しましたか（○印)。

（a)管轄地域(1)拡大(2)縮小(3)変化なし

（b)販売地域(1)拡大(2)縮小(3)変化なし

（c)滝川支店の重要性(1)増加(2)減少(3)変化なし

（d)旭川との結び付き（１）強化(2)弱化(3)変化なし

９）旭川まで延長された時に予想される影樗はどのようなことですか。

（ ）

１０）今後，貴事業所の高速道路利用状況はどうなりますか（○印)。

（a)増加するだろう（b)減少するだろう（c)変わらないだろう

11）札幌への出張について

（a)出張の延べ人数１ヵ月に人

（b)交通手段割合

1.自動巾随

央自動】蝿）

2.自動血(国

迦2号剛

3.自動車(国

逆75号農）
4.ＪＲ 5.高速パス 合計

％ ％ ％ ％ ％ 1Ｍ％
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10．滝川の営業環境・立地環境の評価についてお聞きします。

１）貴事業所が滝川に立地した主たる理由は何ですか。

（

２）他企業との競争条件はどうですか（○印）

（a)市内企業と（】)大変厳しい(2)厳しい(3)余り厳しくない(4)ほとんどない

（b)市外企業と(1)大変厳い、(2)厳しい(3)余り厳しくない(4)ほとんどない

３）市内（地元）企業の経営姿勢をどう感じられますか（○印)。

（a)非常に積極的（b)まあ積極的（c)普通（｡)やや消極的（e)非常に消極的

その理由は（

４）滝川市について次の項目に対する評価として該当するものに○を付けて下さい。

（a)市場の広さ大きい小さい普通

（b)商品の入手の便良 い悪い普通

（c)労働力の確保の便 良 い 悪 い 普 通

（｡)情報収集の便良い悪い普通

（e)大学研究機関との接触の便良い悪い普通

（f)官公庁との接触の便良い悪い普通

(9)金融機関の便良 い 悪 い 普 通

（h )物流の便良い悪い普通

（i)取引相手との接触の便良い悪い普通

（j )道内他地域との交通の便良い悪い普通

（k)道外他地域との交通の 便 良 い 悪 い 普 通

(1 )地価や貸室賃料安し、高い普通

）

）

11・滝川市の猪機能，施設等の笠備あるいは産業政策についてご意見や希望をご記入ください（その他どんな
ご意見でも)。

2９


